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Ⅱ 講じようとする施策  

１ 道路交通環境の整備 

道路交通環境の整備については，これまでも警察庁や国土交通省等の関係機関が連

携し，幹線道路と生活道路の両面で対策を推進してきたところであり，いずれの道路

においても一定の事故抑止効果が確認されている。 

しかし，我が国の歩行中・自転車乗用中の死者数の割合は主な欧米諸国と比較して

約２～３倍となっているなど，歩行者や自転車が多く通行する生活道路における安全対策

をより一層推進する必要がある。このため，今後の道路交通環境の整備に当たっては，自

動車交通を担う幹線道路等と歩行者中心の「暮らしのみち」（生活道路）の機能分化を進

め，暮らしのみちの安全の推進に取り組むこととする。 

また，少子高齢化が一層進展する中で，子供を事故から守り，高齢者や障害者が安全  

にかつ安心して外出できる交通社会の形成を図る観点から，安全・安心な歩行空間が確保

された人優先の道路交通環境整備の強化を図っていくものとする。 

そのほか，道路交通の円滑化を図ることによる交通安全の推進に資するため，道路

利用の仕方に工夫を求め，輸送効率の向上や交通量の時間的・空間的平準化を図る交

通需要マネジメント（ＴＤＭ※）施策を総合的に推進するとともに，最先端のＩＴ等を

用いて，人と道路と車とを一体のシステムとして構築し，安全性，輸送効率及び快適

性の向上を実現するとともに，渋滞の軽減等の交通の円滑化を通じて環境保全に寄与

することを目的とした高度道路交通システム（ＩＴＳ）の開発・普及等を推進する。 

 

【第 10次計画における重点施策及び新規施策】 

○ 生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備（（１）） 
○ 生活道路における交通安全対策の推進（（１）ア） 

○ 通学路等における交通安全の確保（（１）イ） 

○ 高齢者，障害者等の安全に資する歩行空間等の整備（（１）ウ） 

○ 高速道路の更なる活用促進による生活道路の機能分化（（２）） 

○ 幹線道路における交通安全対策の推進（（３）） 

○ 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進（（３）ア） 

○ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現（（４）オ） 

○ 自転車利用環境の総合的整備（（８）） 

○ 高度道路交通システムの活用（（９）） 

○ 災害に備えた道路交通環境の整備（（11）） 

○ 総合的な駐車対策の推進（（12）） 

○ 道路交通情報の充実（（13）） 

                                                
※ TDM：Transportation Demand Management 
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（１）生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

これまで一定の成果を上げてきた交通安全対策は，主として「車中心」の対策で

あり，歩行者の視点からの道路整備や交通安全対策は依然として十分とはいえず，ま

た，生活道路への通過交通の流入等の問題も依然として深刻である。 

このため，地域の協力を得ながら，通学路，生活道路，市街地の幹線道路等にお

いて歩道を積極的に整備するなど，「人」の視点に立った交通安全対策を推進してい

く必要があり，特に交通の安全を確保する必要がある道路において，歩道等の交通安

全施設等の整備，効果的な交通規制の推進等きめ細かな事故防止対策を実施すること

により車両の速度の抑制や，自動車，自転車，歩行者等の異種交通が分離された安全

な道路交通環境を形成することとする。 

ア 生活道路における交通安全対策の推進 

科学的データや,地域の顕在化したニーズ等に基づき抽出した交通事故の多いエリ

アにおいて,国,自治体,地域住民等が連携し,徹底した通過交通の排除や車両速度の

抑制等のゾーン対策に取り組み,子供や高齢者等が安心して通行できる道路空間の確

保を図る。 

都道府県公安委員会においては，交通規制，交通管制及び交通指導取締りの融合

に配意した施策を推進する。生活道路については,歩行者・自転車利用者の安全な通

行を確保するため，最高速度 30 キロメートル毎時の区域規制等を前提とした「ゾー

ン 30」を整備するなどの低速度規制を実施するほか，高輝度標識等の見やすく分か

りやすい道路標識・道路標示の整備や信号灯器のＬＥＤ化，路側帯の設置・拡幅，ゾ

ーン規制の活用等の安全対策や，外周幹線道路を中心として，信号機の改良，光ビー

コン・交通情報板等によるリアルタイムの交通情報提供等の交通円滑化対策を実施す

る。また,「高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成 18 年法

律第 91 号。以下「バリアフリー法」という。）にいう生活関連経路を構成する道路

を中心として,音響により信号表示の状況を知らせる音響式信号機，信号表示面に青

時間までの待ち時間及び青時間の残り時間を表示する経過時間表示機能付き歩行者用

灯器，歩行者等と自動車が通行する時間を分離して交通事故を防止する歩車分離式信

号等の整備を推進する。 

道路管理者においては，歩道の整備等により，安心して移動できる歩行空間ネット

ワークを整備するとともに，都道府県公安委員会により実施される交通規制及び交通

管制との連携を強化し，ハンプやクランク等車両速度を抑制する道路構造等により，

歩行者や自転車の通行を優先するゾーンを形成するゾーン対策，外周幹線道路の交通

を円滑化するための交差点改良やエリア進入部におけるハンプや狭さくの設置等によ

るエリア内への通過車両の抑制対策を実施する。 

また，道路標識の高輝度化・大型化・可変化・自発光化，標示板の共架，設置場所

の統合・改善，道路標示の高輝度化等（以下「道路標識の高輝度化等」という。）を
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行い，見やすく分かりやすい道路標識・道路標示の整備を推進する。 

さらに,通過交通の排除や車両速度の抑制を行うためのハンプ・狭さく等の標準仕

様を策定するとともに,ビッグデータの活用により潜在的な危険箇所の解消を進める

ほか,交通事故の多いエリアでは,国,自治体,地域住民等が連携して効果的・効率的に

対策を実施する。 

イ 通学路等における交通安全の確保 

通学路における交通安全を確保するため，定期的な合同点検の実施や対策の改

善・充実等の継続的な取組を支援するとともに，道路交通実態に応じ，警察，教

育委員会,学校，道路管理者等の関係機関が連携し，ハード・ソフトの両面から必

要な対策を推進する 

高校,中学校に通う生徒,小学校，幼稚園，保育所や児童館等に通う児童・幼児の

通行の安全を確保するため，通学路等の歩道整備等を積極的に推進するとともに,

ハンプ・狭さく等の設置,路肩のカラー舗装，防護柵の設置，自転車道・自転車専

用通行帯・自転車の通行位置を示した道路等の整備，押ボタン式信号機・歩行者

用灯器等の整備，立体横断施設の整備，横断歩道等の拡充等の対策を推進する。  

また，通学路における交通規制の担保の手法として，ライジングボラードの活用

の効果を検討し，当該結果を踏まえて，ライジングボラードの活用の実現に向け

た取組を推進する。 

ウ 高齢者，障害者等の安全に資する歩行空間等の整備 

（ア）高齢者や障害者等を含め全ての人が安全に安心して参加し活動できる社会を実

現するため，駅，公共施設，福祉施設，病院等の周辺を中心に平坦性が確保され

た幅の広い歩道等を積極的に整備する。 
このほか，歩道の段差・傾斜・勾配の改善，音響式信号機や歩車分離式信号等

のバリアフリー対応型信号機，エスコートゾーン，昇降装置付立体横断施設，歩

行者用休憩施設，自転車駐車場，障害者用の駐車ます等を有する自動車駐車場等

の整備を推進する。あわせて，高齢者，障害者等の通行の安全と円滑を図るとと

もに，高齢運転者の増加に対応するため，信号灯器のＬＥＤ化，道路標識の高輝

度化等を推進する。 

また，駅前等の交通結節点において，エレベーター等の設置，スロープ化や建

築物との直結化が図られた立体横断施設，交通広場等の整備を推進し，歩きたく

なるような安全で快適な歩行空間を積極的に確保する。 

特に，バリアフリー法に基づく重点整備地区に定められた駅の周辺地区等にお

いては，公共交通機関等のバリアフリー化と連携しつつ，誰もが歩きやすい幅の

広い歩道，道路横断時の安全を確保する機能を付加したバリアフリー対応型信号

機等の整備を連続的・面的に整備しネットワーク化を図る。 

また，交差点等に設置する通信装置と高齢者，障害者等が所持する携帯端末等
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との双方向通信により，安全な通行に必要な情報の提供や信号機の青時間の延長

を行う歩行者等支援情報通信システム（ＰＩＣＳ※）を整備し，高齢者，障害者

等の安全な移動を支援する。 

さらに，視覚障害者誘導用ブロック，歩行者用の案内標識，バリアフリーマッ

プ等により，公共施設の位置や施設までの経路等を適切に案内する。 

（イ）横断歩道，バス停留所付近の違法駐車等の悪質性，危険性，迷惑性の高い駐車

違反に対する取締りを強化するとともに，高齢者，障害者等の円滑な移動を阻害

する要因となっている歩道や視覚障害者誘導用ブロック上等の自動二輪車等の違

法駐車についても，放置自転車等の撤去を行う市町村と連携を図りつつ積極的な

取締りを推進する。 

 

（２）高速道路の更なる活用促進による生活道路との機能分化 

高規格幹線道路（自動車の高速交通の確保を図るために必要な道路で，全国的な

自動車交通網を構成する自動車専用道路であり，高速自動車国道及び一般国道の自動

車専用道路で構成。）から生活道路に至る道路ネットワークを体系的に整備し,道路の

適切な機能分化を推進する。 

特に，高規格幹線道路等,事故率の低い道路利用を促進するとともに，生活道路に

おいては，車両速度の抑制や通過交通を排除し，歩行者，自転車中心の道路交通を形

成する。 

 

（３）幹線道路における交通安全対策の推進 

幹線道路における交通安全については，事故危険箇所を含め死傷事故率の高い区

間や，地域の交通安全の実績を踏まえた区間を優先的に選定し，対策立案段階では,

これまでに蓄積してきた対策効果データにより対策の有効性を確認した上で次の対策

に反映する「成果を上げるマネジメント」を推進するとともに，急ブレーキデータ等

のビッグデータを活用した潜在的危険箇所の対策などきめ細かく効率的な事故対策を

推進する。また高規格幹線道路から生活道路に至るネットワークによって適切に機能

が分担されるよう道路の体系的整備を推進するとともに，他の交通機関との連携強化

を図る道路整備を推進する。さらに，一般道路に比べて安全性が高い高規格幹線道路

の利用促進を図る。 

ア 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

        交通安全に資する道路整備事業の実施に当たって，効果を科学的に検証しつつ，マ

ネジメントサイクルを適用することにより，効率的・効果的な実施に努め，少ない予

算で最大の効果を獲得できるよう，次の手順により「事故ゼロプラン（事故危険区間

重点解消作戦）」を推進する。 

                                                
※ PICS：Pedestrian Information and Communication Systems 
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(ア) 全国の国道における死傷事故は特定の区間に集中していることを踏まえ，死傷事

故率の高い区間や地域の交通安全の実情を反映した区間等，事故の危険性が高い特

定の区間を第三者の意見を参考にしながら選定する。 

(イ) 地域住民に対し，事故危険区間であることの注意喚起を行うとともに，事故デー

タにより，卓越した事故類型や支配的な事故要因等を明らかにした上で，今後蓄積

していく対策効果データを活用しつつ，事故要因に即した効果の高い対策を立案・

実施する。 

(ウ) 対策完了後は，対策の効果を分析・評価し，必要に応じて追加対策を行うなど，

評価結果を次の新たな対策の検討に活用する。 

    イ 事故危険箇所対策の推進 

  特に事故の発生割合の大きい幹線道路の区間や，ビッグデータの活用により潜在的

な危険区間等を事故危険箇所として指定し，都道府県公安委員会と道路管理者が連携

して集中的な事故抑止対策を実施する。事故危険箇所においては，信号機の新設・改

良，歩車分離式信号の運用，道路標識の高輝度化等，歩道等の整備，交差点改良，視

距の改良，付加車線等の整備，中央帯の設置，バス路線等における停車帯の設置及び

防護柵，区画線等の整備，道路照明・視線誘導標等の設置等の対策を推進する。 

    ウ  幹線道路における交通規制 

一般道路については，交通の安全と円滑化を図るため，道路の構造，交通安全施設

等の整備状況，道路交通実態の状況等を勘案しつつ，速度規制及び追越しのための右

側部分はみ出し通行禁止規制等について見直しを行い，その適正化を図る。 

 また，新規供用の高速自動車国道等については，道路構造，交通安全施設の整備状

況等を勘案し，安全で円滑な交通を確保するため，適正な交通規制を実施するととも

に，既供用の高速自動車国道等については，交通流の変動，道路構造の改良状況，交

通安全施設の整備状況，交通事故の発生状況等を総合的に勘案して，交通実態に即し

た交通規制となるよう見直しを推進する。特に，交通事故多発区間においては，大型

貨物自動車等の通行区分規制，追越しのための右側部分はみ出し通行禁止規制，速度

規制等の必要な安全対策を推進するとともに，交通事故，天候不良等の交通障害が発

生した場合は，臨時交通規制を迅速かつ的確に実施し，二次事故の防止を図る。 

    エ 重大事故の再発防止 

  社会的影響の大きい重大事故が発生した際は，速やかに事故要因を調査し，同様の

事故の再発防止を図る。 

オ 適切に機能分担された道路網の整備 

（ア）高規格幹線道路から居住地域内道路に至るネットワークを体系的に整備すると

ともに，歩道や自転車道等の整備を積極的に推進し，歩行者，自転車，自動車等

の異種交通の分離を図る。 

（イ）一般道路に比較して死傷事故率が低く安全性の高い高規格幹線道路等の整備や
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インターチェンジの増設等による利用しやすい環境を整備し，より多くの交通量

を分担させることによって道路ネットワーク全体の安全性を向上させる。 

（ウ）通過交通の排除と交通の効果的な分散により，都市部における道路の著しい混

雑，交通事故の多発等の防止を図るため，バイパス及び環状道路等の整備を推進

する。 

（エ）幹線道路で囲まれた居住地域内や歩行者等の通行の多い商業地域内等において

は，通過交通をできる限り幹線道路に転換させるなど道路機能の分化により，生

活環境を向上させるため，補助的な幹線道路，区画道路，歩行者専用道路等の系

統的な整備を行うとともに，都道府県公安委員会により実施される交通規制及び

交通管制との連携を強化し，ハンプ・狭さく等による車両速度及び通過交通の抑

制等の整備を総合的に実施する。 

（オ）国民のニーズに応じた効率的な輸送体系を確立し，道路混雑の解消等円滑な交

通流が確保された良好な交通環境を形成するため，道路交通，鉄道，海運，航空

等複数の交通機関の連携を図るマルチモーダル施策を推進し，鉄道駅等の交通結

節点，空港，港湾の交通拠点へのアクセス道路の整備等を実施する。 

カ 高速自動車国道等における事故防止対策の推進 

        高速自動車国道等においては，緊急に対処すべき交通安全対策を総合的に実施す

る観点から，交通安全施設等の整備を計画的に進めるとともに，渋滞区間におけ

る道路の拡幅等の改築事業，適切な道路の維持管理，道路交通情報の提供等を積

極的に推進し，安全水準の維持，向上を図る。 

 (ア) 安全で円滑な自動車交通を確保するため，事故多発区間のうち緊急に対策を

実施すべき箇所について，雨天，夜間等の事故要因の詳細な分析を行い，これ

に基づき中央分離帯強化型防護柵，自発光式視線誘導標，高機能舗装，高視認

性区画線の整備等を重点的に実施するとともに，道路構造上往復に分離されて

いない非分離区間については，対向車線へのはみ出しによる重大事故を防止す

るため高視認性ポストコーン，高視認性区画線の設置による簡易分離施設の視

認性の向上，凹凸型路面標示の設置，中央分離帯の設置等分離対策の強化を図

る。また，逆走及び歩行者，自転車等の立入り事案による事故防止のための標

識や路面標示の整備，渋滞区間における追突事故防止を図るため,臨時情報板を

含む情報板の効果的な活用を推進するほか，後尾警戒車等により渋滞最後尾付

近の警戒を行うなど，総合的な事故防止対策を推進する。 

また，事故発生後の救助・救急活動を支援する緊急開口部の整備等も併せて

実施するとともに，高速自動車国道等におけるヘリコプターによる救助・救急

活動を支援する。 

(イ) 過労運転やイライラ運転を防止し，安全で快適な自動車走行に資するより良い

走行環境の確保を図るため，本線拡幅やインターチェンジの改良，事故や故障
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による停車車両の早期撤去等による渋滞対策，休憩施設の混雑解消等を推進す

る。 

(ウ) 道路利用者の多様なニーズに応え，道路利用者へ適切な道路交通情報等を提供

する道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ※）及びＥＴＣ2.0 等の整備・拡充を

図るとともに，渋滞の解消及び利用者サービスの向上を図るため，情報通信技

術を活用して即時に道路交通情報の提供を行う利用者サービスの向上等を推進

する。 

キ 改築等による交通事故対策の推進 

交通事故の多発等を防止し，安全かつ円滑・快適な交通を確保するため，次の

方針により道路の改築等による交通事故対策を推進する。 

（ア）歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境の改善を図るため，歩道等を設置す

るための既存道路の拡幅，バイパスの整備と併せた道路空間の再配分，自転車の

通行を歩行者や車両と分離するための自転車道や自転車専用通行帯，自転車の通

行位置を示した道路の整備等の道路交通の安全に寄与する道路の改築事業を推進

する。 

（イ）交差点及びその付近における交通事故の防止と交通渋滞の解消を図るため，交

差点のコンパクト化，立体交差化等を推進する。 
（ウ）道路の機能と沿道の土地利用を含めた道路の利用実態との調和を図ることが交

通の安全の確保に資することから，交通流の実態を踏まえつつ，沿道からのアク

セスを考慮した副道等の整備，植樹帯の設置，路上駐停車対策等の推進を図る。 

（エ）商業系地区等における歩行者及び自転車利用者の安全で快適な通行空間を確保

するため，これらの者の交通量や通行の状況に即して，幅の広い歩道，自転車道，

自転車専用通行帯等の整備を推進する。 

（オ）交通混雑が著しい都心部，鉄道駅周辺等において，人と車の交通を体系的に分

離するとともに，歩行者空間の拡大を図るため，地区周辺の幹線道路，ペデスト

リアンデッキ，交通広場等の総合的な整備を図る。 

（カ）歴史的街並みや史跡等卓越した歴史的環境の残る地区において，地区内の交通

と観光交通，通過交通を適切に分離するため，歴史的地区への誘導路，地区内の

生活道路，歴史的みちすじ等の整備を体系的に推進する。 

ク 交通安全施設等の高度化 

(ア) 交通実態に応じて，複数の信号機を面的・線的に連動させる集中制御化・プ

ログラム多段系統化等の信号制御の改良を推進するとともに，疑似点灯防止に

よる視認性の向上に資する信号灯器のＬＥＤ化を推進する。 

 (イ) 道路の構造，交通の状況等に応じた交通の安全を確保するために，道路標識

の高輝度化等，高機能舗装，高視認性区画線の整備等を推進するほか，交通事

                                                
※ VICS：Vehicle Information and Communication System 
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故発生地点を容易に把握し，速やかな事故処理及び的確な事故調査が行えるよ

うにするとともに，自動車の位置や目的地までの距離を容易に確認できるよう

にするためのキロポスト（地点標）の整備を推進する。また，見通しの悪いカ

ーブで，対向車が接近してくることを知らせる対向車接近システムの整備を推

進する。 

 

（４）交通安全施設等の整備事業の推進 

平成 27 年度から 32 年度までを計画期間とする社会資本整備重点計画（平成 27 年

９月 18 日閣議決定）に即して，都道府県公安委員会及び道路管理者が連携し，事故

実態の調査・分析を行いつつ，次の方針により重点的，効果的かつ効率的に交通安全

施設等整備事業を推進することにより，道路交通環境を改善し，交通事故の防止と交

通の円滑化を図る。 

ア 交通安全施設等の戦略的維持管理 

  都道府県公安委員会では,整備後長期間が経過した信号機等の老朽化対策が課題

となっていることから，平成 25 年に「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省

庁連絡会議」において策定された「インフラ長寿命化基本計画」等に即して，中

長期的な視点に立った老朽施設の更新，施設の長寿命化，ライフサイクルコスト

の削減等を推進する。 

イ 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

生活道路において人優先の考えの下，「ゾーン 30」等の車両速度の抑制，通過交

通の抑制・排除等の面的かつ総合的な交通事故対策を推進するとともに，少子高齢

社会の進展を踏まえ，歩行空間のバリアフリー化及び通学路における安全・安心

な歩行空間の確保を図る。       

また，自転車利用環境の整備，無電柱化の推進，安全上課題のある踏切の対策

等による歩行者・自転車の安全な通行空間の確保を図る。 

ウ 幹線道路対策の推進 

幹線道路では交通事故が特定の区間に集中して発生していることから，事故危

険箇所等の事故の発生割合の大きい区間において重点的な交通事故対策を実施す

る。この際，事故データの客観的な分析による事故原因の検証に基づき，信号機

の改良，交差点改良等の対策を実施する。 

エ  交通円滑化対策の推進 

交通安全に資するため，信号機の改良，交差点の立体化，開かずの踏切の解消等を

推進するほか，駐車対策を実施することにより，交通容量の拡大を図り，交通の円滑

化を推進するとともに，自動車からの二酸化炭素排出の抑止を推進する。 

オ ＩＴＳの推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

交通情報の収集・分析・提供や交通状況に即応した信号制御その他道路における交
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通の規制を広域的かつ総合的に行うため，交通管制エリアの拡大を始め，交通管制シ

ステムの充実・改良を図る。 

具体的には，複数の信号機を面的・線的に連動させる集中制御化・プログラム多段

系統化等の信号制御の改良を図るほか，最先端の情報通信技術等を用いて，光ビーコ

ンの整備拡充，交通管制センターの改良等により新交通管理システム（ＵＴＭＳ
※）を推進するとともに，情報収集・提供環境の拡充等により，道路交通情報提供

の充実等を推進し，安全で快適な道路環境の実現を図る。 

カ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

地域住民や道路利用者の主体的な参加の下に交通安全施設等の点検を行う交通

安全総点検を積極的に推進するとともに,「標識ＢＯＸ」，「信号機ＢＯＸ」等を活

用して，道路利用者等が日常から抱いている意見を道路交通環境の整備に反映す

る。 

   キ 連絡会議等の活用 

都道府県警察と道路管理者が設置している「都道府県道路交通環境安全推進連絡会

議」やその下に設置されている「アドバイザー会議」を活用し，学識経験者のアドバ

イスを受けつつ施策の企画，評価，進行管理等に関して協議を行い，的確かつ着実に

安全な道路交通環境の実現を図る。 

 

（５）歩行者空間のバリアフリー化 

 高齢者や障害者等を含めて全ての人が安全に，安心して参加し活動できる社会を実現

するため,駅,公共施設,福祉施設,病院等を結ぶ歩行空間の連続的・面的なバリアフリー化

を積極的に推進する。また,バリアフリー化を始めとする安全・安心な歩行空間を整備す

る。 
 
（６）無電柱化の推進 

歩道の幅員の確保や歩行空間のバリアフリー化等により歩行者の安全を図るため，安

全で快適な通行空間の確保，道路の防災性の向上,良好な景観の形成，情報通信ネットワ

ークの信頼性の向上，観光振興の観点から，新たな無電柱化計画を国や地域で策定し，

道路の新設，拡幅等を行う際に同時整備を推進するとともに，電線共同溝の浅層埋設等

低コスト手法の導入によるコスト縮減等を図るほか，地上機器の小型化による歩行者の

安全性確保などの取組により，本格的な無電柱化を推進する。 
 

（７）効果的な交通規制の推進 

地域の交通実態等を踏まえ,交通規制や交通管制の内容について常に点検・見直し

を図るとともに,交通事情の変化を的確に把握してソフト・ハード両面での総合的な

                                                
※UTMS：Universal Traffic Management Systems 
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対策を実施することにより，安全で円滑な交通流の維持を図る。 

速度規制については，最高速度規制が交通実態に合った合理的なものとなっている

かどうかの観点から，点検・見直しを進めることに加え，一般道路においては，実勢

速度,交通事故発生状況等を勘案しつつ，規制速度の引上げ,規制理由の周知措置等を

計画的に推進するとともに，生活道路においては，速度抑制対策を積極的に推進する。 

駐車規制については，必要やむを得ない駐車需要への対応が十分でない場所を中心

に，地域住民等の意見要望を十分に踏まえた上で，道路環境，交通量，駐車需要等に

即応したきめ細かな駐車規制を推進する。 

信号制御については，歩行者・自転車の視点で，信号をより守りやすくするために，

横断実態等を踏まえ，歩行者の待ち時間の長い押しボタン式信号の改善を行うなど，

信号表示の調整等の運用の改善を推進する。 

さらに，都道府県公安委員会が行う交通規制の情報についてデータベース化を推進

し，効果的な交通規制を行う。 

 

（８）自転車利用環境の総合的整備 

    ア  安全で快適な自転車利用環境の整備 

クリーンかつエネルギー効率の高い持続可能な都市内交通体系の実現に向け，自転

車の役割と位置付けを明確にし，乗用車から自転車への転換を促進する。また,増加し

ている歩行者と自転車の事故を減らすため，自転車は車両であるとの原則の下，自転

車道や自転車専用通行帯，自転車の通行位置を示した道路等の自転車走行空間ネット

ワークの整備により，自転車利用環境の総合的な整備を推進する。 

また，自転車通行の安全性を向上させるため，自転車専用通行帯の設置区間や自転

車と自動車を混在させる区間では, 周辺の交通実態等を踏まえ，必要に応じて,駐車禁

止又は駐停車禁止の規制を実施する。あわせて，自転車専用通行帯をふさぐなど悪質

性，危険性，迷惑性の高い違法駐停車車両については，取締りを積極的に実施する。 

各地域において道路管理者や都道府県警察が自転車ネットワークの作成や道路空間

の整備，通行ルールの徹底を進められるよう「安全で快適な自転車利用環境創出ガイ

ドライン」（平成 24 年 11 月,国土交通省,警察庁）の周知を図り，さらに，自転車を

共同で利用するコミュニティサイクルなどの自転車利用促進策や，ルール・マナーの

啓発活動などのソフト施策を積極的に推進する。 

  イ  自転車等の駐車対策の推進 

自転車等の駐車対策については，自転車等駐車対策協議会の設置，総合計画の策定

を促進するとともに，自転車等の駐車需要の多い地域及び今後駐車需要が著しく多く

なることが予想される地域を中心に利用のされ方に応じた路外・路上の自転車駐車場

等の整備を推進する。また，大量の自転車等の駐車需要を生じさせる施設について自

転車駐車場等の設置を義務付ける条例の制定の促進を図る。さらに，自転車駐車場整
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備センター等による自転車駐車場等の整備を促進するとともに，自転車駐車場等を整

備する民間事業者を地方公共団体とともに国が支援することで，更なる自転車等の駐

車対策を図る。 

        鉄道の駅周辺等における放置自転車等の問題の解決を図るため，地方公共団体，道

路管理者，都道府県警察，鉄道事業者等が適切な協力関係を保持し，地域の状況に応

じ，条例の制定等による駅前広場及び道路に放置されている自転車等の整理・撤去等

の推進を図る。 

 特に，バリアフリー法に基づき，市町村が定める重点整備地区内における生活関連

経路を構成する道路においては，高齢者，障害者等の移動の円滑化に資するため，関

係機関・団体が連携した広報啓発活動等の違法駐車を防止する取組及び自転車駐車場

等の整備を重点的に推進する。 

   

（９）高度道路交通システムの活用 

道路交通の安全性，輸送効率及び快適性の向上を実現するとともに，渋滞の軽減

等の交通の円滑化を通じて環境保全に寄与することを目的に，最先端の情報通信技術

等を用いて，人と道路と車両とを一体のシステムとして構築する新しい道路交通シス

テムである「高度道路交通システム」（ＩＴＳ）を引き続き推進する。そのため，平

成 25 年６月に閣議決定され，平成 27 年６月に改正された「世界最先端 IT 国家

創造宣言」に基づき，産・官・学が連携を図りながら，研究開発，フィールドテ

スト，インフラの整備，普及及び標準化に関する検討等の一層の推進を図るとともに，

ＩＴＳ世界会議等における国際情報交換，国際標準化等の国際協力を積極的に進める。 

ア 道路交通情報通信システムの整備 

安全で円滑な道路交通を確保するため，リアルタイムの渋滞情報，所要時間，

規制情報等の道路交通情報を提供するＶＩＣＳの整備・拡充を推進するとともに，

高精度な情報提供の充実及び対応車載機の普及を図る。 

また，詳細な道路交通情報の収集・提供のため，光ビーコン，ＥＴＣ2.0 等のイ

ンフラの整備を推進するとともに，インフラから提供される情報を補完するため，

リアルタイムの自動車走行履歴（プローブ）情報等の広範な道路交通情報を集

約・配信する。 

イ 新交通管理システムの推進 

最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るため，光ビーコンの

機能を活用してＵＴＭＳの開発・整備を行うことによりＩＴＳを推進し，安全・

円滑かつ快適で環境負荷の低い交通社会の実現を目指す。 

ウ 交通事故防止のための運転支援システムの推進 

ＩＴＳの高度化により交通の安全を高めるため，自動車単体では対応できない

事故への対策として，路車間通信，車車間通信，歩車間通信等の通信技術を活用
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した運転支援システムの実現に向けて，産・官・学が連携し研究開発等を行う。 

また，交通管制システムのインフラ等を利用して，運転者に周辺の交通状況等を

視覚・聴覚情報により提供することで，危険要因に対する注意を促し，ゆとりをも

った運転ができる環境を作り出すことにより，交通事故を防止すること等を目的と

した安全運転支援システム（ＤＳＳＳ※）の導入・整備を推進する。 

さらに，運転者に対し，信号情報に基づく走行支援情報を提供することで，通

過予定の交差点において予測される信号灯火等を把握したゆとりある運転を促し，

急停止・急発進に伴う事故の防止を図ること等を目的とした信号情報活用運転支

援システム（ＴＳＰＳ※）の整備を推進する。 

エ ＥＴＣ2.0の展開 

ＥＴＣの通信技術をベースとしたＥＴＣ2.0 サービスの普及・促進を官民一体

となって展開していく。ＥＴＣ2.0 対応カーナビ及びＥＴＣ2.0 車載器により，

ＥＴＣに加え，渋滞回避支援，安全運転支援，災害時の支援といった情報提供

サービスを提供する。また，ＥＴＣ2.0 から得られる経路情報を活用した新た

なサービスとして，渋滞等を迂回する経路を走行したドライバーを優遇する措

置や商用車の運行管理支援などを今後展開する。 

オ 道路運送事業に係る高度情報化の推進 

環境に配慮した安全で円滑な自動車の運行を実現するため，道路運送事業にお

いてＩＴＳ技術を活用し，公共交通機関の利用促進や物流の効率化を進める。具

体的には，公共車両優先システム（ＰＴＰＳ※）及び車両運行管理システム（ＭＯ 

ＣＳ※）の整備を推進する。 

 

（10）交通需要マネジメントの推進 

依然として厳しい道路交通渋滞を緩和し，道路交通の円滑化を図ることによる交通

安全の推進に資するため，広報・啓発活動を積極的に行うなど，ＴＤＭの定着・推進

を図る。具体的には，バイパス・環状道路の整備や交差点の改良等の交通容量の拡大

策，交通管制の高度化等に加えて，パークアンドライドの推進，情報提供の充実，時

差通勤・通学，フレックスタイム制の導入等により，道路利用の仕方に工夫を求め，

輸送効率の向上や交通量の時間的・空間的平準化を推進する。 

交通の円滑化等に係る施策については，平成 25年 12月に公布・施行された交通政

策基本法（平成 25 年法律第 92 号）及び平成 27 年２月に閣議決定された交通政策基

本計画に即して，国，地方公共団体，交通関連事業者，交通施設管理者，住民その他

                                                
※ DSSS：Driving Safety Support Systems 
※ TSPS：Traffic Signal Prediction Systems 
※ PTPS：Public Transportation Priority Systems 
※ MOCS: Mobile Operation Control Systems 



 

  - 29 - 

の関係者が相互に連携を図りながら協力し，総合的かつ計画的に推進する。 

ア 公共交通機関利用の促進 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59 号）に基づ

く地域公共交通網形成計画の策定を推進し，持続可能な地域公共交通網の再構築

を進めるなど，公共交通機関利用の促進を図る。 

具体的には，道路交通混雑が著しい一部の道路について，バス専用・優先レー

ンの設定，ハイグレードバス停やＰＴＰＳの整備，パークアンドバスライドやコ

ミュニティバスの導入等のバスの利用促進を図るための施策を推進する。 

また，路面電車，モノレール等の公共交通機関の整備を支援するなど，鉄道，

バス等の公共交通機関の確保・維持・改善を図るための施策を推進することによ

り，利用を促進し，公共交通機関への転換による円滑な道路交通の実現を図る。 

さらに，鉄道・バス事業者による運行頻度・運行時間の見直し，乗り継ぎ改善

等によるシームレスな公共交通の実現を図ることなどにより，利用者の利便性の

向上を図るとともに，鉄道駅・バス停までのアクセス確保のために，パークアン

ドライド駐車場，自転車道，自転車専用通行帯，自転車の通行位置を示した道路，

駅前広場等の整備を促進し，交通結節機能を強化する。 

イ 自動車利用の効率化 

貨物自動車の積載率の向上等により効率的な自動車利用等を推進するため，共

同配送システムの構築，車両運行管理システム（ＭＯＣＳ）の導入等による物流

の効率化等の促進を図る。 

 
（11）災害に備えた道路交通環境の整備 

    ア 災害に備えた道路の整備   

 地震，豪雨，豪雪，津波等の災害が発生した場合においても安全で安心な生活を支

える道路交通の確保を図る。 

 地震発生時の応急活動を迅速かつ安全に実施できる信頼性の高い道路ネットワーク

を確保するため，緊急輸送道路上にある橋梁の耐震対策を推進する。 

 また，豪雨・豪雪時等においても，安全・安心で信頼性の高い道路ネットワークを

確保するため，道路斜面等の防災対策や災害の恐れのある区間を回避・代替する道路

の整備を推進する。 

津波に対しては，津波による人的被害を最小化するため，道路利用者への早期情報

提供，迅速な避難を行うための避難路の整備及び津波被害発生時においても緊急輸送

道路を確保するため，津波浸水域を回避する高規格幹線道路等の整備を推進する。 

  また，地震・津波等の災害発生時に，避難場所等となる「道の駅」について防災拠

点としての活用を推進する。 
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    イ 災害に強い交通安全施設等の整備 

        地震，豪雨・豪雪,津波等の災害が発生した場合においても安全で円滑な道路交通を

確保するため，交通管制センター，交通監視カメラ，車両感知器，交通情報板等の交通

安全施設の整備を推進するとともに，通行止め等の交通規制を迅速かつ効果的に実施す

るための道路災害の監視システムの開発・導入や交通規制資機材の整備を推進する。あ

わせて，災害発生時の停電による信号機の機能停止を防止する信号機電源付加装置の整

備を推進する。 

        また，オンライン接続により都道府県警察の交通管制センターから詳細な交通情報

をリアルタイムで警察庁に収集し，広域的な交通管理に活用する「広域交通管制シス

テム」の的確な運用を推進する。 

    ウ 災害発生時における交通規制 

        災害発生時においては，被災地域への車両の流入抑制を行うとともに，被害状況を

把握した上で，災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）の規定に基づく通行禁止等

の必要な交通規制を迅速かつ的確に実施する。  

    あわせて，災害発生時における混乱を最小限に抑える観点から，交通量等が一定の

条件を満たす場合において安全かつ円滑な道路交通を確保できる環状交差点の活用を

図る。 

    エ 災害発生時における情報提供の充実 

災害発生時において，道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確に収集・分

析・提供し，復旧や緊急交通路，緊急輸送道路等の確保及び道路利用者等に対する道路

交通情報の提供等に資するため，地震計，交通監視カメラ，車両感知器，道路交通情報

提供装置，道路管理情報システム等の整備を推進するとともに，インターネット等を活

用した道路・交通に関する災害情報等の提供を推進する。 

また，民間事業者が保有するプローブ情報を活用しつつ，災害時に交通情報を提供

するための環境の整備を推進する。 

 

（12）総合的な駐車対策の推進 

道路交通の安全と円滑を図り，都市機能の維持及び増進に寄与するため，道路交

通の状況や地域の特性に応じた総合的な駐車対策を推進する。 

ア きめ細かな駐車規制の推進 

地域住民等の意見要望等を十分に踏まえつつ，駐車規制の点検・見直しを実施 

するとともに，物流の必要性や自動二輪車の駐車需要等にも配慮し，地域の交通

実態等に応じた規制の緩和を行うなど，きめ細かな駐車規制を推進する。  

イ 違法駐車対策の推進 

（ア）悪質性，危険性，迷惑性の高い違反に重点を指向して，地域の実態に応じた取

締り活動ガイドラインによるメリハリを付けた取締りを推進する。また，道路交
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通環境等当該現場の状況を勘案した上で必要があると認められる場合は，取締り

活動ガイドラインの見直し等適切に対応する。 

（イ）運転者の責任を追及できない放置車両について，当該車両の使用者に対する放

置違反金納付命令及び繰り返し放置違反金納付命令を受けた使用者に対する使用

制限命令の積極的な活用を図り，使用者責任を追及する。他方，交通事故の原因

となった違反や常習的な違反等悪質な駐車違反については，運転者の責任追及を

徹底する。 

ウ 駐車場等の整備 

路上における無秩序な駐車を抑制し，安全かつ円滑な道路交通を確保するため，

駐車規制及び違法駐車の取締りの推進と併せ，次の施策により駐車場の整備と有

効利用を推進する。 

（ア）駐車場整備に関する調査を推進し，自動車交通が混雑する地区等において，駐

車場整備地区の指定を促進するとともに，当該地区において計画的，総合的な駐

車対策を行うため，駐車場整備計画の策定を推進する。 

（イ）大規模な建築物に対し駐車施設の整備を義務付ける附置義務条例の制定の促進

等を行うとともに，民間駐車場の整備を促進する。 

また，都市機能の維持・増進を図るべき地区及び交通結節点等重点的に駐車場

の整備を図るべき地域において，公共駐車場の整備を積極的に推進する。 

（ウ）既存駐車場の有効利用を図るため，駐車場案内システムの高度化を推進する。

また，郊外部からの過剰な自動車流入を抑止し，都心部での交通の混雑を回避す

るため，パークアンドライドの普及のための駐車場等の環境整備を推進する。 

エ 違法駐車を排除しようとする気運の醸成・高揚 

違法駐車の排除及び自動車の保管場所の確保等に関し，国民への広報・啓発活

動を行うとともに，関係機関・団体との密接な連携を図り，地域交通安全活動推

進委員の積極的な活用等により，住民の理解と協力を得ながら違法駐車を排除し

ようとする気運の醸成・高揚を図る。 

オ ハード・ソフト一体となった駐車対策の推進 

必要やむを得ない駐車需要への対応が十分でない場所を中心に，地域の駐車管

理構想を見直し，自治会，地元商店街等地域の意見要望を十分に踏まえた駐車規

制の点検・改善，道路利用者や関係事業者等による自主的な取組の促進，地方公

共団体や道路管理者に対する路外駐車場や路上荷捌きスペース整備の働き掛け，

違法駐車の取締り，積極的な広報・啓発活動等ハード・ソフト一体となった総合

的な駐車対策を推進する。 

 

（13）道路交通情報の充実 

    安全で円滑な道路交通を確保するためには，運転者に対して正確できめ細かな道路交
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通情報を分かりやすく提供することが重要であり，高度化・多様化する道路交通情報に

対する国民のニーズに対応し，適時・適切な情報を提供するため，ＩＴ等を活用して，

道路交通情報の充実を図る必要がある。 

    ア 情報収集・提供体制の充実 

        多様化する道路利用者のニーズに応えて道路利用者に対し必要な道路交通情報を提

供することにより，安全かつ円滑な道路交通を確保するため，光ファイバーネットワ

ーク等の新たな情報技術を活用しつつ，光ビーコン,交通監視カメラ，車両感知器，交

通情報板，道路情報提供装置等の整備による情報収集・提供体制の充実を図るととも

に，交通管制エリアの拡大等の交通管制システムの充実・高度化を図るほか，全国の

交通規制情報のデータベース化を推進する。 

        また，ＩＴＳの一環として，運転者に渋滞状況等の道路交通情報を提供するＶＩＣ

ＳやＥＴＣ2.0の整備・拡充を積極的に図ることにより，交通の分散を図り，交通渋滞

を解消し，交通の安全と円滑を推進する。  

  イ ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化 

  ＩＴＳの一環として，運転者に渋滞状況等の道路交通情報を提供するＶＩＣＳやＥ

ＴＣ2.0 の整備・拡充を積極的に図るとともに，ＥＴＣ2.0 対応カーナビ及びＥＴＣ

2.0 車載器を活用し，ＥＴＣのほか渋滞回避支援や安全運転支援，災害時の支援に関す

る情報提供を行うＥＴＣ2.0 サービスを開始することにより，情報提供の高度化を図

り，交通の分散による交通渋滞を解消し，交通の安全と円滑化を推進する。  

  ウ 適正な道路交通情報提供事業の促進 

        予測交通情報を提供する事業者の届出制，不正確又は不適切な予測交通情報の提供

により道路における交通の危険や混雑を生じさせた事業者に対する是正勧告措置等を

規定した道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）及び交通情報を提供する際に事業者が

遵守すべき事項を定めた交通情報の提供に関する指針（平成 14 年国家公安委員会告示

第 12 号）に基づき，事業者に対する指導・監督を行い，交通情報提供事業の適正化を

図ること等により，民間事業者による正確かつ適切な道路交通情報の提供を促進す

る。       

    エ 分かりやすい道路交通環境の確保 

 時間別・車種別等の交通規制の実効を図るための視認性・耐久性に優れた大型固定

標識及び路側可変標識の整備並びに利用者のニーズに即した系統的で分かりやすい案

内標識及び中央線変移システムの整備を推進する。 

 また，主要な幹線道路の交差点及び交差点付近において，ルート番号等を用いた案内

標識の設置の推進，案内標識の英語表記改善の推進等により，国際化の進展への対

応に努める。 
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（14）交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

ア 道路の使用及び占用の適正化等 

    （ア）道路の使用及び占用の適正化 

  工作物の設置，工事等のための道路の使用及び占用の許可に当たっては，道路の

構造を保全し，安全かつ円滑な道路交通を確保するために適正な運用を行うととも

に，許可条件の履行，占用物件等の維持管理の適正化について指導する。 

    （イ）不法占用物件の排除等 

          道路交通に支障を与える不法占用物件等については，実態把握，強力な指導取締

りによりその排除を行い，特に市街地について重点的にその是正を実施する。 

          さらに，道路上から不法占用物件等を一掃するためには，沿道住民を始め道路利

用者の自覚に待つところが大きいことから，不法占用等の防止を図るための啓発活

動を沿道住民等に対して積極的に行い，「道路ふれあい月間」等を中心に道路の愛

護思想の普及を図る。 

          なお，道路工事調整等を効果的に行うため，図面を基礎として，デジタル地図を

活用し，データ処理を行うコンピュータ・マッピング・システムの更なる充実及び

活用の拡大を図る。 

    （ウ）道路の掘り返しの規制等 

          道路の掘り返しを伴う占用工事については，無秩序な掘り返しと工事に伴う事

故・渋滞を防止するため，施工時期や施工方法を調整する。 

          さらに，掘り返しを防止する抜本的対策として共同溝等の整備を推進する。 

   イ 休憩施設等の整備の推進  

  過労運転に伴う事故防止や近年の高齢運転者等の増加に対応して，都市間の一般道

路において追越しのための付加車線や「道の駅」等の休憩施設等の整備を積極的に推

進する。 

ウ 子供の遊び場等の確保 

子供の遊び場の不足を解消し，路上遊戯等による交通事故の防止に資するとと

もに，都市における良好な生活環境づくり等を図るため，社会資本整備重点計画

等に基づき，住区基幹公園，都市基幹公園等の整備を推進する。 

さらに，繁華街，小住宅集合地域，交通頻繁地域等，子供の遊び場等の環境に

恵まれない地域又はこれに近接する地域に，優先的に，主として幼児及び小学校

低学年児童を対象とした児童館及び児童遊園を設置するとともに，公立の小学校，

中学校及び高等学校の校庭及び体育施設，社会福祉施設の園庭等の開放の促進を

図る。 

エ 道路法に基づく通行の禁止又は制限     

  道路の構造を保全し，又は交通の危険を防止するため，道路の破損，欠壊又は異常

気象等により交通が危険であると認められる場合及び道路に関する工事のためやむを
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得ないと認められる場合には，道路法（昭和 27 年法律第 180 号）に基づき，迅速かつ

的確に通行の禁止又は制限を行う。また，危険物を積載する車両の水底トンネル等の

通行の禁止又は制限及び道路との関係において必要とされる車両の寸法，重量等の最

高限度を超える車両の通行の禁止又は制限に対する違反を防止するため，指導取締り

の推進を図る。 

    オ 地域に応じた安全の確保  

        積雪寒冷特別地域においては，冬期の安全な道路交通を確保するため，冬期積雪・

凍結路面対策として除雪優先区間の設定や早めの通行止めによる迅速な除雪の実施，

凍結防止剤散布の実施，交差点等における消融雪施設等の整備，流雪溝，チェーン着

脱場等の整備を推進する。 

さらに，安全な道路交通の確保に資するため，気象，路面状況等を収集し，道路利 

用者に提供する道路情報提供装置等の整備を推進する。 

 


